
資料：ほ場整備をすすめる土地改良区（n=301）に対する調査結果
調査期間 平成23年10月～11月

○農道・水路や畦畔法面の管理に係る課題
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○ このような農業・農村構造の変化により、農村の人的資本の減少及び農村協働力の低下が見込ま
れ、担い手の農作業の負担が増えるとともに、地域コミュニティの維持や農地・農業水利施設の保全管
理に支障が生じるおそれ。

○総戸数規模別にみた集落活動の変化
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図２ 総戸数規模別にみた集落活動の変化（1990年→2010年）

1990年

2010年

実

行

組

合

が

あ

る

寄

り

合

い

を

開

催

農

業

用

排

水

路

を

管

理

（％）

注：1990年，2000年，2010年全てで調査対象となった125,120集落の抽出集計による．

（総戸数規模）

資料：農林水産政策研究所
※：1990年、2000年、2010年全てで調査対象となった125,120集落の抽出集計による。

H2年
H22年

１-10 農業・農村構造の変化に伴う課題
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２．農業の生産条件の整備（農業農村整備事業）
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２-1 農業農村整備事業の役割

16

農業農村整備事業

〔国
土
強
靭
化
対
策
〕

〔競
争
力
強
化
対
策
〕

１ 強い農業の基盤づくり
担い手への農地集積や農業の高付加価値化を図るため、農地中間管理
機構との連携等により、農地の大区画化・汎用化、畑地かんがい等を実施

２ 老朽化した農業水利施設の長寿命化
老朽化した農業水利施設について、点検・診断に基づき、補修・更新等を適
時・的確に実施

３ 安全・安心のための農村地域の防災・減災
基幹的な農業水利施設やため池等の耐震対策、集中豪雨による農村地域の
洪水被害防止対策等を実施



２-２ 農地整備の現状（水田整備）

規模拡大を進めている担い手農家であっても、狭小・不整
形の水田は敬遠

22

16

40

54

73

0 20 40 60 80

その他

現状以上の規模拡大は困難

湿田（汎用化されていない）

離れた場所にあるほ場

区画が狭小又は未整備

（％）

担い手農家が耕作の依頼を断った理由

○ 昭和57年から平成26年の約30年間で、水田整備率は35％から64％に向上し、全国平均の10a当たりの稲作労働時間が
大幅に減少するとともに、担い手農家への農地集積が近年急速に進展。

○ 今後、土地利用型農業の競争力強化には、①未整備水田の大区画化・集積と、②整備済み農地の更なる高度利用が
必要。

これまでの水田整備と今後の水田整備のニーズ

畦畔除去等による
区画拡大のニーズ
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水田整備率と稲作労働時間

排水良好
109万ha（69.4%）

排水良好でない
48万ha（30.6%）

水田面積 245万ha 

汎用田

未整備
88万ha（35.3%）

区画整備済
157万ha（64.7%）

うち大区画
24万ha（9.9%）

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「農業基盤情報基礎調査」
注：1） 区画整備済とは、30ａ程度以上に区画整備された田（大区画は50a以上に区画整備された田）

2） 排水良好とは、地下水位が70cm以深かつ湛水排除時間が４時間以下の田

整備済水田における汎用田の状況（H28）

排水改良
有

排水改良
無

排水改良の有無による農地の状況

暗渠排水による
汎用化のニーズ

大区画化、汎用化、用排水路、
道路等の総合的整備のニーズ



２-３ 農地整備の現状（畑地整備）

散水チューブによるかん水（にんじん）スプリンクラーによるかん水（キャベツ）

整形かつ排水良
好かつ農道整備
済の普通畑

上記でない普通畑

○ 普通畑全体の約20％に相当する24万haにおいては、各区画（末端）まで末端かんがい施設が整備されている状況。
○ 畑地かんがい施設の整備水準毎に、区画の整形・排水良好・農道整備済みの割合をみると、末端まで整備されている地域では
61％に対して、基幹的施設までの整備に止まっている地域では50％、未整備の地域では29％と、整備水準が高い地域ほど高い値
となっていることから、区画整理、農道整備等の他工種と一体的に末端かんがい施設の導入が図られている模様。

畑地かんがい施設・末端農道整備の状況(H28)

※( ％)は「畑かん未整備」「基幹的施設まで整備済」「末端まで整備済」にそれぞれに占める割合

63万ha（71％）26万ha（29％）

14万ha（61％） 9万ha（39％）

1.3万ha（50％） 1.3万ha（50％）

畑かん未整備
［89万ha(77％)］

末端まで整備済
［24万ha(20％)］

普通畑
［116万ha］

資料：｢農業基盤情報基礎調査｣（H25.3時点）

普通畑における整備状況（牧草地及び樹園地除く）

畑地かんがい施設の事例
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基幹的施設まで整備済
［3万ha(2％)］

畑かん整備済み
［27万ha］
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２-４ 農地整備の展開方向

農家数 戸当たり規模

３６３戸 ０．６ｈａ／戸

：自家消費希望者

凡 例

Ａ経営体 55ha

Ｂ経営体 83ha

Ｃ経営体 43ha

自家消費農家 51ha

• 大区画化や汎用化・畑地化等の基盤整備を実施し、
農地中間管理機構とも連携した担い手への農地集積
・集約化や農業の高付加価値化を推進。

・畦畔除去及び均平作業により区画を拡大。

現況 計画

施工前

施工後

整備前のほ場は区画が小さく、
担い手への集積が困難。

農家数 戸当たり規模

３６３戸 ０．６ｈａ／戸

：集落営農参加合意者

：自家消費希望者

暗きょ設置

畦畔撤去

均平作業

○ 地域農業のあり方や今後の地域の中心となる担い手を定める「人・農地プラン」と連携しつつ、地域全体の一体的
な農地整備や数筆単位の畦畔除去等を推進し、担い手へ農地を集積。

地域全体の一体的な農地整備 数筆単位の畦畔除去等による区画拡大

複数のほ場を大区画化し、集落
営農法人に農地を集積。
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大区画化の例

事業実施前 事業実施後



２-５ 農地整備の効果
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0

100
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未整備 整備後

（kg/10a） （kg/10a）

施工前施工後

はくさい

＜水田の汎用化＞

＜畑地かんがい＞

無かん水 かん水レタスへのかん水

暗渠排水の施工

新潟県 川通北地区（受益面積：308ha）

かわどおりきた

経 営 形 態 耕作面積(ha) ほ場形態

Ａ１ (農)尾崎泉地区生産組合 １５５．２

Ａ２ (農)今井 ３４．５

Ａ３ (有)ネオファームかいばみ ３２．８

Ａ４ (農)野新田 ３３．１

Ｂ１ 規模拡大志向農家 ３．７

Ｂ２ 規模拡大志向農家 １２．６

２７１．９計

大区画
（１２０ａ）

標準区画
（５０ａ）

凡　　　　　　例

経 営 形 態 耕作面積(ha) ほ場形態

Ａ１ 農業生産法人 ５７．３

Ｂ１ 規模拡大志向農家 ２．２

Ｂ２ 規模拡大志向農家 ３．９

６３．４計

凡　　　　　　例

未整備
（30a～10a）

事業実施後（H19）事業実施前（H9）

戸数
（戸）

面積
（ha）

戸当面積
（ha/戸）

大規模経営体 3 63 21

小規模農家 339 245 0.7

戸数
（戸）

面積
（ha）

戸当面積
（ha/戸）

大規模経営体 6 272 45

小規模農家 55 36 0.7

平均増収率
＋42％

未整備 整備済 未整備 整備済

大豆 麦

平均増収率
＋40％

注：国・県等の研究機関の試験成績
（Ｈ17～20、大豆のべ22ほ場、小麦のべ11ほ場）

＜大豆・麦の増収効果＞

農地集積率

注：平成15～17年度にほ場整備事業を完了
した全国319地区の平均

担い手の経営規模
担い手の

稲作労働時間
担い手の
稲作生産費

31時間

13時間
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区画）

事業前
事業後
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事業前 事業後
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事業後

（主に1ha区画）

稲作労働時間

▲60%

事業後事業後

注：１ha以上の大区画化地区
（H21完了地区）の平均

17%

57%
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の
農
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受益地の６割が
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事業実施前 平成21年現在

7.1ha

19.1ha
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担
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の
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規
模
（ha

）
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経営規模が
３倍に拡大

事業実施前 平成21年現在

キャベツ

○ 水田の大区画化等により担い手へ農地が集積されるとともに、効率的な生産が可能。
○ 水田の汎用化や畑地かんがい施設の整備により、高付加価値農業への転換が可能。

水田の大区画化や用水路のﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ化による
担い手への農地集積の推進

水田の汎用化、畑地かんがい等による
高付加価値農業の推進
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２-６ 農業水利施設の現状

用水路
排水路

凡　例

（参考）

資料：「道路統計年報2015」（Ｈ26.4）
「鉄道輸送統計月報」（Ｈ27.9）

一般国道（指定区間） 23,709km

鉄道（旅客線のみ） 27,753km

基幹的水路の整備状況

農業用用排水路 約40万km
（地球約10周分）

うち基幹的水路 約５万km

基幹的施設（ダム等） 約７千ヶ所

注：基幹的農業用用排水路とは、末端支配面積が
100ha（東京ドーム20個分）以上の水路

○ 全国の農業用用排水路の延長は約40万km、ダム等基幹的な施設は約７千ヶ所にのぼる。
○ 一方、耐用年数を超過した基幹的水利施設は近年大幅に増加。経年劣化による突発的な事故も年々増加の傾向。

基幹的水利施設の老朽化状況

全体
18.6兆円
(H27.3)

国営
1.0兆円

県営等
3.3兆円

国営
0.9兆円

県営等
1.7兆円

既に標準耐用年数
を超過した施設

4.3兆円
（全体の23％）

さらに今後10年のうちに
標準耐用年数を超過
する施設を加えると

6.9兆円
（全体の37％）

21

農業水利施設の突発事故発生状況

注）基幹的農業水利施設（受益面積100ha以上の農業水利施設）の資産価値（再建設費ベース）



２-７ 農業水利施設の長寿命化対策

○ ライフサイクルコストを低減するため、農業水利施設の長寿命化対策を強化。
○ 近年の国営土地改良実施地区は、更新・長寿命化対策の地区が大宗。

全面更新

農家

現在 全国各地を小規模事業でカバーし、補修・補強等を機動的に実施従来 施設の機能が低下した段階で全面更新

Ｖ

部分的な更新、補修の実施

管内の点検

補修

パイプラインの破裂 側壁が倒壊した水路

水路の機能診断

補修

老
朽
化
進
行

点
検
・補
修
に
よ
る
長
寿
命
化

Ｖ

国営かんがい排水事業の体系

事業名 創設年度 事業概要

国 営 か ん が い 排 水 事 業 昭和24年度 施設の新設、全面更新、機能向上等を実施

長
寿
命
化
対
策

国営施設機能保全事業 平成23年度 施設の機能診断に基づき、初期段階での補修・補強を実施

特 別 監 視 制 度 平成23年度 老朽化が進行した施設を監視しつつ、補修・補強等を実施

国営施設応急対策事業 平成24年度 不測の突発事故に対応するための補修・補強等を実施

更新主体地区

（41地区）

23％

新設主体地区

（140地区）
77％

【平成元年】

更新主体地区

（47地区）

33％ 新設主体地区

（97地区）

67％

【平成10年】

更新主体地区

（53地区）

53％

新設主体地区

（26地区）

26％

長寿命化

対策地区

（21地区）

21％

【平成25年】

22

：更新

：補強工事により更新
までの期間を延長

：補修する部分

：継続使用

ダム

頭首工

用水路

ダム

頭首工

用水路

：簡易な工事で施設機能
を回復し継続使用

施設が老朽化するにつれて
維持管理の負担が増えるし、
施設が急に壊れるかもしれな
いから心配だ。



２-８ 農業水利施設の耐震対策の必要性

資料：地震調査研究推進本部

－藤沼貯水池の概要－
①所 在 地：福島県須賀川市江花
②所 有 者：須賀川市
③管 理 者：江花川沿岸土地改良区
④ダム形式：アースダム
⑤堤 高：18.5m
⑥堤 長：133m
⑦貯 水 量：150万m３

⑧満水面積：20ha
⑨かんがい面積：837ha
⑩受益戸数：680戸

被害状況

・死 者 ７名
・行方不明 １名
・家屋全壊 22戸
・橋梁流失 ２か所
・被災農地 約90ha

（土砂堆積）

藤沼湖（福島県須賀川市）は、東日本大震災により決壊
し、多量の貯水が濁流となって下流の集落を襲い、死者・
行方不明者８名、家屋全壊22戸等の甚大な被害が発生。

濁流が襲った集落決壊直後の藤沼湖

■ 26％以上
■ ６％～26％未満
■ ３％～６％未満
■0.1％～３％未満
■0.1％未満

○ 南海トラフ地震の被害想定エリアには全国の農業水利ストックの３割が存在。
○ 東日本大震災により藤沼湖（福島県須賀川市）が決壊し甚大な被害が発生。

30年間で震度６弱以上の地震が発生する確率 東日本大震災により決壊した藤沼湖

南海トラフ地震の被害想定エリア内の基幹的水利施設数

23

■ 南海トラフ巨大地震の被害想定範囲内の基幹的水利施設
■ それ以外のエリアの基幹的水利施設

点施設
（箇所）

線施設
（km）

再建設費
（兆円）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国 7,425か所

全国 18.0兆円

全国 50,160km

33％

27％

31％


